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地方自治法をシステマティックに

把握できる入門解説書！

地方自治法講義〔第７版〕
旧自治省行政局行政課課長補佐、同理事官、公務員課長等を歴任

してきた著者が、地方自治法の基本をわかりやすく解説した入門書。

第７版にあたり、2 0 2 4年に改正された地方自治法の重要改正を反映。

旧自治省行政局行政課課長補佐、同理事官、公務員課長等を歴任

してきた著者が、地方自治法の基本をわかりやすく解説した入門書。

第７版にあたり、2 0 2 4年に改正された地方自治法の重要改正を反映。

●旧自治省で、地方自治法の立案に携わった実務家の手による　●旧自治省で、地方自治法の立案に携わった実務家の手による　

　数少ない解説書。　数少ない解説書。

●複数の大学での講義や自治大学校や市町村アカデミーでの職　●複数の大学での講義や自治大学校や市町村アカデミーでの職　

　員研修にて教科書採用されている実績ある書籍。　員研修にて教科書採用されている実績ある書籍。

●最新の総務省発行「地方自治月報」や判例を織り込んだ解説●最新の総務省発行「地方自治月報」や判例を織り込んだ解説

　により、地方自治法の理論と実践の体系的な理解が可能。　により、地方自治法の理論と実践の体系的な理解が可能。

●知りたい事項がすぐ見つかる詳細な目次を掲げ、職員の事務●知りたい事項がすぐ見つかる詳細な目次を掲げ、職員の事務

　処理にあたり拠り所となる地方自治法の内容がすぐ見つかる　処理にあたり拠り所となる地方自治法の内容がすぐ見つかる

　よう工夫された、公務員必携の書。　よう工夫された、公務員必携の書。

●令和8年4月1日施行までの法改正及びそれに伴う政省令等の●令和8年4月1日施行までの法改正及びそれに伴う政省令等の

　改正内容を盛り込んだ最新版！　改正内容を盛り込んだ最新版！
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●令和8年4月1日施行までの法改正及びそれに伴う政省令等の

　改正内容を盛り込んだ最新版！
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申　込 書〈第⼀法規刊〉

書　 名 価格 部数

　地方⾃治法講義〔第７版〕 
定価 4,070円

（本体：3,700円+税10％）
　  部

取 扱 い

　＊代金引換手数料について

　　一回あたりのご購入金額

　（商品の税込価格+送料）の合計が

　1万円以下の場合、330円（税込） ＊送料・代引手数料を含む合計金額は、

　商品のお届け時に配送業者に現金でお支払いください。

　その際、クレジットカードはご利⽤いただけません。
　3万円以下の場合、440円（税込）

　10万円以下の場合、660円（税込）

ご住所

〒　     ―

ご機関名 部署名

ﾌﾘｶﾞﾅ
ご氏名

　                  様  

TEL 　      ―        ―

E-mail 　        ＠

検 索

＊弊社宛直接お申し込みいただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円(税込)以上のご注文は、国内配送料サービス　
　といたします。また、お買い上げ合計金額5,000円(税込)未満のご注文については、国内配送料550円(税込)にてお届けいたします。
＊消費税は申込日時の適⽤税率に依ります。

この申込書は、ハガキに貼るか、

このままFAXで下記宛お送りく
ださい。

■宛先

〒107-8560
東京都港区南青山2-11-17
第一法規株式会社

FAX：0120-302-640

書店印◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に⽰す方法にて支払います。

　＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。

　（いずれかを✔で選択ください）□ 代金引換により支払います。 □ 現品到着後請求書により支払います。

年　  ⽉   ⽇

＜お客様の個人情報の取扱いについて＞

お客様よりお預かりした個人情報は、納品や請求書等の発送・アフターサービス、弊社製品・サービスのご案内などの目的のために利⽤させていただきます。また、お客様の個人情報は、弊社

ホームページに掲載のプライバシーポリシーに基づき適切に取り扱います。なお、個人情報についての照会、修正・削除・利⽤停⽌を希望される場合、その他お問い合わせにつきましては、お

問合せフォーム（https://www.daiichihoki.co.jp/support/contact/contact.php）もしくはフリーダイヤルにてご連絡ください。フリーダイヤル■TEL 0120-203-696 ■FAX 0120-202-974  自治法講義７改 2026.04 YA

公 用

私 用

□

□

詳細・試し読み・お申し込みはコチラ詳細・試し読み・お申し込みはコチラ
＜クレジットカードでもお支払いいただけます＞＜クレジットカードでもお支払いいただけます＞ 第一法規　ストア
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　第1節　地方自治の意義と役割
　第2節　我が国地方自治制度の沿革
　第3節　地方自治に関する法制度

第2章　地方公共団体の意義と種類等
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　第1節　地方公共団体の事務に関する基本規定
　第2節　地方公共団体の事務区分の改正
　第3節　自治事務と法定受託事務
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